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平成 27 年５月８日 

各  位 

 

会社名   ダ イ ソ ー 株 式 会 社 

代表者名  代表取締役社長執行役員 

             佐 藤  存 

コード番号 4046(東証第１部) 

問合せ先  執行役員管理本部長 

             川 端 一 弥 

      （TEL. 06-6110-1560） 

 

 

定款一部変更に関するお知らせ 

 

 当社は、本日開催の取締役会において、定款の一部変更の議案を、平成27年６月26日開催予定の

当社第160回定時株主総会に付議することを決議いたしましたので、下記のとおりお知らせいたし

ます。 

 

記 

 

１．変更の理由 

（１）当社は、平成27年３月24日にお知らせしておりますとおり、創立100周年を機に、当社創

業時の精神である開発力を一層深化させ、独創的なものづくりのさらなる推進を図るため、

商号を「株式会社大阪ソーダ」に変更するにあたり、定款第１条を変更するものでありま

す。 

   また、定款第１条の変更は、平成27年10月１日より効力を生じるものとし、その旨の附則を

設けるものであります。 

（２）会社法の一部を改正する法律（平成26年法律第90号）の施行により、責任限定契約を締結す

ることが可能な役員の範囲が変更されたため、定款第32条および第41条について所要の変更を

行うものであります。 

定款第32条の変更に関しましては、監査役全員の同意を得ております。 

 

２．変更の内容 

変更の内容は別紙のとおりであります。 
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３．日程 

定款変更のための株主総会開催日 平成27年６月26日（金曜日） 

定款変更の効力発生日 

 ・第１条           平成27年10月１日（木曜日） 

 ・第32条および第41条     平成27年６月26日（金曜日） 

 

以上 
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別紙 

（下線部は変更部分） 

現行定款 変更案 

第１章 総則 

第１条（商号） 

当会社は、ダイソー株式会社と称し、英文では、

DAISO CO.,LTD.と表示する。 

 

第１章 総則 

第１条（商号） 

当会社は、株式会社大阪ソーダと称し、英文で

は、OSAKA SODA CO.,LTD.と表示する。 

 

第４章 取締役および取締役会 

第32条（取締役の責任免除） 

 当会社は、取締役会の決議によって、取締役（取

締役であったものを含む。）の会社法第423条第１

項の損害賠償責任について法令に定める要件に該当

する場合には、賠償責任額から法令に定める最低責

任限度額を控除して得た額を限度として免除するこ

とができる。 

  

 

 

第４章 取締役および取締役会 

第32条（取締役の責任免除） 

当会社は、取締役会の決議によって、取締役（取

締役であったものを含む。）の会社法第423条第１

項の損害賠償責任について法令に定める要件に該当

する場合には、賠償責任額から法令に定める最低責

任限度額を控除して得た額を限度として免除するこ

とができる。 

当会社は、取締役（業務執行取締役等であるもの

を除く。）との間で、会社法第423条第１項の賠償

責任について法令に定める要件に該当する場合に

は、賠償責任を限定する契約を締結することができ

る。ただし、当該契約に基づく賠償責任の限度額

は、法令の定める額とする。 

 

第５章 監査役および監査役会 

第41条（監査役の責任免除） 

当会社は、取締役会の決議によって、監査役（監

査役であったものを含む。）の会社法第423条第１

項の賠償責任について法令に定める要件に該当する

場合には、賠償責任額から法令の定める最低責任限

度額を控除して得た額を限度として免除することが

できる。 

当会社は、社外監査役との間で、会社法第423条

第１項の賠償責任について法令に定める要件に該当

する場合には、賠償責任を限定する契約を締結する

ことができる。ただし、当該契約に基づく賠償責任

の限度額は、法令の定める額とする。 

第５章 監査役および監査役会 

第41条（監査役の責任免除）  

当会社は、取締役会の決議によって、監査役（監

査役であったものを含む。）の会社法第423条第１

項の賠償責任について法令に定める要件に該当する

場合には、賠償責任額から法令の定める最低責任限

度額を控除して得た額を限度として免除することが

できる。 

当会社は、監査役との間で、会社法第423条第１

項の賠償責任について法令に定める要件に該当する

場合には、賠償責任を限定する契約を締結すること

ができる。ただし、当該契約に基づく賠償責任の限

度額は、法令の定める額とする。 
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現行定款 変更案 

＜新設＞ 附則 

第１条の変更は、平成27年10月１日をもって効力

を生じるものとする。なお、本附則は、第１条の変

更の効力発生日をもって、これを削除する。 

 


